
神戸地方気象台 港湾気象官 小野善史

気象災害への備え
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災害について

近年の自然災害

地球温暖化と新たなステージ

気象災害にそなえるために
・予報の精度や観測方法の紹介

(皆様に安心して情報をご活用いただくために、精度や気象庁の観測、予報技術などの紹介)
・防災気象情報の説明

(主に大雨などに関するコンテンツや情報の紹介)
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日本は，地震，津波，暴風，竜巻，豪雨，地滑り，
洪水，崖崩れ，土石流，高潮，火山噴火，豪雪な
ど極めて多種の自然災害が発生しやすい自然
条件を持っています

更に、社会は、産業の高度化、複雑化、多様化
が進行

地象、気象、水象と呼ばれる自然現象の悪条件
が加わると、大規模な災害が発生することになり、
その結果各種の被害や影響が発生

状況により、予想もしていない事態が発生する
可能性も・・
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素因

誘因

災害

人口集中地 国土地理院地図から抜粋

・周辺は全て海→→水蒸気の宝庫→→台風や低気圧発達
・亜熱帯ジェット気流→→梅雨、秋雨前線
・脊梁山脈と少ない平野→→土砂、洪水、浸水、高潮
・人口集中→→甚大な被害になり易い
・日本付近は世界でも有数の地震発生場所

などなど、災害の発生し易い素因や人口集中など被害が大きく
なり易い素因を多数持っています。

そのため、その素因に大雨などの誘因が加わることにより、各
地で災害による被害が発生します。

地震の起こる場所
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国土地理院地図 土地条件図から抜粋

丘陵地

埋立・盛土

扇状地

自然堤防

浅い谷、凹地

自然堤防
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単純に素因として考えられるのは?

・六甲山(脆い花崗岩)やその周辺
(土砂災害)
・扇状地、自然堤防、浅い谷
(水の災害)
・埋立地等
(高潮や堪水などの浸水)

その他、多くの災害による被害を受け易い
素因を持つことが理解できると思います。
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 地震の発生予測は現在の技術ではまず不可能その
ため、対応は事前の準備に重点を置き備える。災害
対応は主に地震発生後に開始。ただし、緊急地震速
報などの利用により、即時的な予防対応は可能。

 気象は、近年の予報技術の進歩や情報処理や通信
技術などの発達により、ある程度事前に現象やその
影響の把握や予測や情報伝達が可能であり、事前の
準備とフェーズ毎の段階的な情報を活用した対応に
より、災害による被害を軽減できる可能性が大きく
なっている。
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雨を要因とする

・河川流域の降水で水位が増加し発生
・被害は広範囲におよびやすい
・河川規模や流域の広さ、地形などで
発生場所や時期、影響の範囲が異なる
・堤防の越流以外の原因でも発生
・死者・行方不明者は、主に屋外で発生

平成24年7月九州豪雨 国土交通省HPから抜粋

中小河川大河川
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福岡市 国土交通省九州地方整備局撮影

雨を要因とする

・排水能力を超えた短時間の降水により発生(急激)
・河川水位や潮位による影響も受ける場所ある
・都市部では地下施設などにも注意が必要。
・他の大雨による災害と複合的に発生する場合もある
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・台風、発達した低気圧、大気不安定現象により発生

・瞬間風速により被害が発生しやすい

(天気予報は１０分間平均風速を予報)

・風速３０m/sの風は時速に換算すると約１００ｋｍ/hに

相当、１㎡当たりにかかる力は約４５Kgの圧力が加わ

る(吹き始めると避難行動が難しい)

・竜巻などの突風では、台風よりも強い風となる場合も

ある

突風を起こす現象

H30年 滋賀県米原市での竜巻による被害

平成３０年 台風第２１号の暴風による被害
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 台風、発達した低気圧などにより発生
 高潮は副振動とよばれる現象でも大きな潮位変化が
ある

 南に開いた地形の湾(大阪湾、伊勢湾、東京湾)などで
は、大きな影響を受け易い

 高潮は急激に潮位上昇し発生することが多く、被害が
広範囲で大きくなりやすい

 波浪は、基本的には海上の風の強さと吹送する距離
により発達。海底地形や陸地の地形により局地的に
高くなる場合もある

 潮流や河川の影響で波高が高くなることもあり
 高潮と波浪が重なり浸水被害を発生することもある。
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・緩やかに被害が拡大する緩慢災害

・都市部や降雪の少ない地域では、交通障害や施設が壊れ

やすいなどが発生

・南岸低気圧と強い冬型の降雪では、降雪のある地域や

雪質に違いがある

・一旦、広範囲に積雪すると長時間に渡り影響をおよぼし

やすい

・山間部などでは、なだれや融雪による洪水・土砂災害も

発生する

2014年2月 甲府の大雪
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近年の気象災害

14



■「特別警報」が発表された代表的な事例
•平成３０年７月豪雨
•平成２９年７月九州北部豪雨
•平成２８年 台風第１８号（沖縄県の台風）
•平成２８年（２０１６年）熊本地震
•平成２７年９月関東・東北豪雨（栃木県・茨城県・宮城県の大雨）
•平成２７年 口永良部島の噴火
•平成２６年 台風第１１号（三重県の大雨）
•平成２６年９月 北海道の大雨
•平成２６年 台風第８号（沖縄県の台風・大雨）
•平成２５年 台風第１８号（福井県・滋賀県・京都府の大雨）

台風第24号による暴風・高潮等（速報） 9月28日～10月1日 南西諸島及び西日本・東日本の太平洋側を中心に暴風。紀伊半島などで顕著な高潮。

台風第21号による暴風・高潮等（速報） 9月3日～9月5日 西日本から北日本にかけて暴風。特に四国や近畿地方で顕著な高潮。

※平成30年7月豪雨

（前線及び台風第７号による大雨等）（速報）

強い冬型の気圧配置による大雪（速報） 2月3日～2月8日 北陸地方の平野部を中心に日本海側で大雪。

南岸低気圧及び強い冬型の気圧配置による大雪・暴風雪等（速報） 1月22日～1月27日 関東甲信地方や東北太平洋側の平野部で大雪。日本海側を中心に暴風雪。

台風第21号及び前線による大雨・暴風等（速報） 10月21日～10月23日 西日本から東日本、東北地方の広い範囲で大雨。全国的に暴風。

台風第18号及び前線による大雨・暴風等（速報） 9月13日～9月18日 南西諸島や西日本、北海道を中心に大雨や暴風となった。

梅雨前線及び台風第３号による大雨と暴風（速報）　 西日本から東日本を中心に大雨。

※平成29年7月九州北部豪雨 5日から6日にかけて西日本で記録的な大雨。

（7月5日～7月6日）

東日本から北日本を中心に大雨・暴風。

北海道と岩手県で記録的な大雨。

梅雨前線による大雨（速報）　 6月19日～6月30日 西日本を中心に大雨。

台風第18号等による大雨（速報）　

※平成27年9月関東・東北豪雨

（9月9日～9月11日）

梅雨前線および台風第9号、第11号、第12号による大雨 6月2日～7月26日 九州南部、奄美地方を中心に大雨。

台風第7号、第11号、第9号、第10号及び前線による大雨・暴風（速報）　 8月16日～8月31日

平成27年（2015年）

9月7日～9月11日 関東、東北で記録的な大雨。

平成30年（2018年）

6月28日～7月8日 西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨。

平成29年（2017年）

6月30日～7月10日

平成28年（2016年）

毎年のように全国のどこかで「特別警報」が発表さ
れています。
地震や火山の災害も大きな被害を出しますが、
気象災害は発生頻度が多く、対応を迫られる機会
が多くなります。 15
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国土交通省 近畿地方整備局災害速報資料から抜粋 平成16年10月19日に沖縄本島から奄美諸島沿いに進んだ台風は、20日に
大型で強い勢力を保ったまま高知県に上陸しました。台風はその後四国地
方、近畿地方、東海地方を通過し、21日に関東地方で温帯低気圧に変わりま
した。

台風と前線の影響による期間降水量は、四国地方と大分県で500mmを超
えたほか、近畿北部、東海地方、甲信地方で300mmを超え、広い範囲で大雨
となりました。このため、兵庫県を流れる円山川、出石川と京都府を流れる由
良川がはん濫して家屋の浸水、耕地の冠水が多く発生したほか、京都府、岡
山県、香川県、愛媛県など西日本を中心にがけ崩れや土石流が発生しまし
た。また、高知県では高波により堤防が損壊し、倒壊した住宅がありました。
これらにより、全国で死者・行方不明者98人、負傷者721人、住家の損壊
21,350棟、住家の浸水54,347棟などの甚大な被害となりました。
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南岸低気圧

強い冬型の気圧配置(福井豪雪)
日本付近は、平成30年2月3日から8日にかけて強い冬型の気
圧配置が続き、上空には非常に強い寒気が流れ込み続けた。
この影響で、北日本から西日本の日本海側を中心に断続的
に雪が降り、3日から8日にかけての期間降雪量が、石川県
加賀市（加賀菅谷）で 177センチ、福井県福井市（福井）で144
センチとなるなど、北陸地方を中心に、山地や山沿いに加え
平野部でも大雪となった。特に、福井では、この期間の最深積
雪が 147センチ（7日15時）となり、近年では昭和56 年（1981
年）の豪雪（196センチ）以来記録的な大雪となった。

数日間に渡り、国道を含めて車両が停滞し交通網が遮断!!

平成26年2月13日に発生した低気圧が、16日にかけて発達し
ながら本州の南岸を北東へ進んだ。その後、低気圧はさらに
発達しながら三陸沖から北海道の東海上に進み、19日にか
けて千島近海でほとんど停滞した。西日本から北日本にかけ
ての太平洋側を中心に広い範囲で雪が降り、特に14日夜か
ら15日にかけて、関東地方を中心に関東甲信及び東北地方
で記録的な大雪となった

期間最深積雪と年最深積雪の平年値との比較分布図（2月14日～2月19日）

14日から 19日までの最深積雪は、山梨県甲府市甲府で
114cm、群馬県前橋市前橋で73cm、埼玉県熊谷市熊谷
で 62cm となった。
住宅設備や農業設備など多数倒壊!!
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７月 ８月

８月 ９月 １０月

台風の月別の主な経路
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岡山の水害の状況
山陽新聞 西日本豪雨特集へリンク

国土交通省報道発表資料から抜粋

広島県では、土砂災害により甚大な被害が発生
岡山県では倉敷市真備町では河川洪水により甚大な被害が発生

内閣府資料
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6日22時50分 豊岡市・養父市に発表

6日23時49分 宍粟市・佐用町・朝来市・香美町を追加発表

7日01時22分 姫路市・たつの市・上郡町・市川町・神河町

丹波市・多可町を追加発表

7日02時47分 西脇市を追加発表

7日07時20分 篠山市を追加発表

7日18時10分 全市町（15市町）で特別警報を解除
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内閣府資料

神戸大学提供 高潮と高波により浸水

高潮と高波により乗り上げた船

暴風により倒壊したクレーン
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大阪湾港湾等における高潮対策検討委員会公開資料
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地球温暖化と
新たなステージ
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人間活動によって増加した主な温室効果ガスには、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フロ
ンガスがあります。
二酸化炭素は地球温暖化に及ぼす影響がもっとも大きな温室効果ガスです。石炭や石油
の消費、セメントの生産などにより大量の二酸化炭素が大気中に放出されます。また、大気中
の二酸化炭素の吸収源である森林が減少しています。これらの結果として大気中の二酸化炭
素は年々増加しています。
メタンは二酸化炭素に次いで地球温暖化に及ぼす影響が大きな温室効果ガスです。メタン
は、湿地や池、水田で枯れた植物が分解する際に発生します。家畜のげっぷにもメタンが含ま
れています。このほか、天然ガスを採掘する時にもメタンが発生します。

西暦0年から2011年までの主な温室効果ガスの大気中の濃度の変化
（ IPCC第5次評価報告書 より）

人為起源の温室効果ガスの総排出量に占めるガスの種類別の割合
（2010年の二酸化炭素換算量での数値： IPCC第5次評価報告書より作図）
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（上）世界平均地上気温、（下）潮位計と人工衛星データによる世界平均海面水位の変化。
気温の変化は、1961～1990年の平均からの差。色はデータセットの違いを表す。（ IPCC第5次評価報告
書 より）

日本の平均気温の変化

日本沿岸の海面水位変化（1906～2017年）1981～2010年の平均を0として
います。なお、長期間の観測データがあって、地盤変動の影響少ない数地
点のデータを元に作成しています。
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複数の気候モデルによるRCP8.5シナリオ（非常に高い温室効果ガス排出量が続い
た場合）の予測結果を平均したもの。
1986-2005年の平均気温からの変化を示す。
（ IPCC第5次評価報告書 より）

世界規模の予測 •21世紀末の地球の平均気温は20世紀末に
比べ、温室効果ガスの大幅な削減を行っ
た場合は約0.3～1.7℃、非常に高い温室
効果ガス排出量が続いた場合は約2.6～
4.8℃上昇する。

•気温の上昇の程度は地域によって異なり、
陸上や北半球の高緯度で大きくなる（下
図参照）。

•今後の温室効果ガスの排出量が多いほど気
温の上昇が大きい。
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次のように予測されています。
（地球温暖化予測情報 第8巻より）
・気温は現在よりも3℃程度高くなる。予測される気温の上昇は高緯度ほど大きい
・全国平均の年降水量（雨または雪の量）は増加する

地球温暖化によって、大気に含まれる水蒸気量が増えるため

・日本のほとんどの地域で積雪の量が減る
気温の上昇によって雪ではなく雨が降る場合が増えるため

•北海道の内陸部などでは雪の量は現在と同程度か増える
温暖化が進んでも依然として気温が低いためと考えられる
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北大西洋では熱帯海域の海水温の上昇にともなって、1970年ごろから強い熱帯低気圧（ハリケー
ン）の活動が増えています。一方、台風（最大風速が秒速17.2メートル以上の北西太平洋の熱帯低
気圧を台風と呼びます）の発生個数、日本への接近数、上陸数には、長期的な増加や減少の傾向
は見られません。

地球温暖化にともなう台風やハリケーンといった熱帯低気圧の活動の予測研究によると、非常
に強い熱帯低気圧の数は増えると予測されています。また、熱帯低気圧にともなう雨は強くなる傾
向があると予測されています。 35



熱波がより激しく、より頻繁に、より長続きする可能性はかなり高く、寒波はかなり減少すると予測されてい
ます。そして、ほとんどの地域で大雨の頻度は増加すると予測されています。大陸の内部域では、夏季の降
水量が減少し、水分の蒸発が活発になるため、干ばつの危険が増大する可能性が高いと予測されています。 36

気象及び気候の極端現象
近年観測された変化の世界規模の評価、その変化に対する人間活動の寄与、21世紀初頭（2016～2035年）及び21世紀末（2081～2100年）の将来変化予測です。
太字は、第5次評価報告書（黒）において「気候変動への適応推進に向けた極端現象及び災害のリスク管理に関する特別報告書（SREX）」（青）又は第4次評価
報告書（赤）から改訂*された世界規模の評価を示しています。
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気象災害に備えるために
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総適中回数の全予報数に対する割合を
降水の有無としています。降水の有り、
無しは、１㎜以上の降水の有り無しに
より判定しています。

降水の有無の適中率の例年値(％)

例年値（期間：平成4年(1992年)〜平成29年(2017年)の平均）

（明日と明後日は17時発表の天気予報）
（3日目〜7日目は11時発表の週間天気予報）
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降水短時間予報の予測精度の指標（以下
「スコア」と呼びます）は、主に、やや強い雨
（１時間10mm）を超える降水に対する予測
の精度を評価するものです

スコアは 0～1 の値をとり、値が大きいほど予測精度が良い!!

•予測値と実況値の合計が20mm未満の場合は計算に使用し
ないことにより、弱い雨の影響がスコアに現れないようにして
います

例
予測値が60mmで実況値が30mmの場合、
30 (実況値) ÷ 60 (予測値) = 0.5 

予測値が15mmで実況値が30mmの場合
15 (予測値) ÷ 30 (実況値) = 0.5 

5km格子ごとに計算した比を、日本の陸上付近で１年間にわ
たって平均しています。

近年は毎年ほぼスコアが向上!! 40



台風が発生してから消滅するまでの台風の中心位置（予報円の中心）の24、48、72、96、120時間予報（3、9、15、21時発
表）について、実際の中心位置との距離（誤差）をもとめ、1年分を集計して年平均誤差を算出します。

誤差は小さくなってきています!!
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気象レーダー観測

アンテナを回転させながら電波（マイクロ波）を発射し、半径数百kmの広範囲
内に存在する雨や雪を観測するものです。発射した電波が戻ってくるまでの
時間から雨や雪までの距離を測り、戻ってきた電波（レーダーエコー）の強さ
から雨や雪の強さを観測します。また、戻ってきた電波の周波数のずれ（ドッ
プラー効果）を利用して、雨や雪の動きすなわち降水域の風を観測することが
できます。 42



全国約60か所の気象台・測候所では、気圧、気温、湿度、風向、
風速、降水量、積雪の深さ、降雪の深さ、日照時間、日射量、雲、
視程、大気現象等の気象観測を行っています。雲、視程、大気現
象等は観測者が目視によって観測していますが、その他は地上
気象観測装置によって自動的に観測を行っています。また、全国
約90か所の特別地域気象観測所では、地上気象観測装置による
自動観測のみを行っています。

アメダス（AMeDAS）とは「Automated Meteorological Data Acquisition 
System」の略で、「地域気象観測システム」といいます。 雨、風、雪などの
気象状況を時間的、地域的に細かく監視するために、降水量、風向・風速、
気温、日照時間の観測を自動的におこない、気象災害の防止・軽減に重
要な役割を果たしています。

降水量を観測する観測所は全国に約1,300か所（約17km間隔）あります

他の機関からのデータも活用

地域気象観測 (アメダス)

地上気象観測
(気象台、測候所など)
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解析雨量と速報版解析雨量は、国土交通省水管理・国土保全局、道路局と気象庁が全国
に設置しているレーダー、アメダス等の地上の雨量計を組み合わせて、1時間の降水量分
布を1km四方の細かさで解析したものです。解析雨量は30分ごとに、速報版解析雨量は10
分ごとに作成されます。
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降水ナウキャスト

降水短時間予報
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気象庁は局地的な大雨の観測精度の向上を図る
ため、全国20箇所に気象ドップラーレーダーを設置
し解像度を従来の500mから250mに向上しました。

高解像度降水ナウキャストは、これら気象ドップ
ラーレーダーの観測データに加え、気象庁・国土交
通省・地方自治体が保有する全国の雨量計のデー
タ、ウィンドプロファイラやラジオゾンデの高層観測
データ、国土交通省のXバンドレーダのデータも活
用し、降水域の内部を立体的に解析して、250m解
像度の降水分布を30分先まで予測します。
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全球モデル(GSM)

メソモデル(MSM)

局値モデル(LFM)

全球アンサンブル(GEPS)

観測した結果などを用いて、、物理学の方程
式により、風や気温などの時間変化をコン
ピュータで計算して将来の大気の状態を予測
します。地球大気を格子状に区切り複数の
数値予報モデルで計算します。
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影響を及ぼす現象の規模により、降水の継続時間や発達の早さ、影響を受ける範囲

なども変わります(例として、大雨の降水の範囲や継続時間などにより、影響を受け易い河川規模などの違いなど)。
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災害対策基本法（以下「法」という。）に基づき作
成されている計画です。重点をおくべき事項の
指針を示し、災害に対処する能力の増強を図る
ことを目的として作成されています。

近年の大規模災害の経験を礎に、近年の防災
をめぐる社会構造の変化等を踏まえて、我が国
において防災上必要と思料される諸施策の基本
を、国、公共機関、地方公共団体、事業者、住民
それぞれの役割を明らかにしながら定められて
います。
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内閣府HPから抜粋

主要な企業防災の要素として、上図の要素が考えられています。
その取組内容と優先順位は、企業の業種、業態、立地環境等によって異ってくると思います。
「生命の安全確保」、「二次災害の防止」及び「地域貢献・地域との共生」は、これまで取り組み
が進すすんでいる「事業継続」との共通部分を持っています。
なお、国の基本計画では「生命の安全確保」の輪をより大きく表し、あらゆる取組の基礎とな
ることを前提とし取組みの推進をお願いしています。
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通常時
１００%

日時

被害発生

事前対応 事後中心のBCP

予測等による被害の軽減 二次災害の防止や速やかな復旧

業種や営業形態、その他理由により考え方は様々だと思いますが、減災対策は
ハード対策 ＋ ソフト対策 を上手く組み合わせての対応が効果的です。
ソフト対策には、気象庁の発表する防災気象情報を上手くご利用下さい。
上手く利用するためには、情報の意味や使うタイミング、入手方法など、
☆平常時にご確認ください☆

最近のBCP
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大阪湾港湾等における高潮対策検討委員会公開資料
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神戸港 南海トラフ巨大地震に伴う津波対策計画 平成 27 年 9 月から抜粋

台風第２１号での高潮災害でも、津波対策の堤防が既往最高潮位の高潮にも有効に機能!!
課題 浸水想定域内ではあるが、堤防の外の埋立地などの港湾施設や道路、一部住宅地では浸水被害が発生した。

レベル 2 津波対策：概ね 5 箇年（平成 27 年度～31 年度）で既成市街地の津波対策を完了

55



国土交通省 「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン」
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国土交通省
「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン」から抜粋
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国土交通省 http://www.mlit.go.jp/road/bosai/toorerumap/index.html

平成３０年７月豪雨
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警報・注意報は、避難行動や対策のためのリードタイムを考慮して発表され
る予報 (警報は概ね３－６時間、注意報は～１２時間程度前を目安に発表さ
れます)

○○情報は観測成果の発表や予測成果などをお伝えしているものです(気
象情報など)

避難行動などの安全確保行動の時間帯を考慮して、早めに発表される場合があります。

防災時系列 警報級の可能性

兵庫県の注意報・警報
http://www.jma.go.jp/jp/warn/332_table.html－－－－－－注意報・警報は市町で見ると以下のような情報もご覧いただけます－－－－－－－
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特別警報・警報・注意報の種類

気象庁は、大雨、地震、津波、高潮などにより重大な災害の起こるおそれがある時に、警報を発
表して警戒を呼びかけます。これに加え、警報の発表基準をはるかに超える大雨や大津波等が
予想され、重大な災害の起こるおそれが著しく高まっている場合、「特別警報」を発表し最大級の
警戒を呼びかけます。

特別警報が発表された場合、お住まいの地域は数十年に一度の、これまでに経験したことの
ないような、重大な危険が差し迫った異常な状況にあります。

例 大雨の場合

気象に関する特別警報の基準
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知りたい場所の危険性
の変化がわかります。

ハザードマップの土砂
災害警戒区域などを把
握しておくと更に効果的
です。

観測情報＋予報により
危険度を示しています

※危険性の増している
格子の周辺も同様に危
険度が高まっていること
に留意願います。

66



国や都道府県が管理する河川のうち、流域面積が大きく、洪水により大きな損害を生ずる河川につい
ては、 国土交通省または都道府県と気象庁が共同で、河川を指定して洪水予報を行っています
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平成３０年台風第２１号時の高潮の場合
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https://www.jma.go.jp/jma/index.html

気象庁HPが新しくなりました。
タブの切替で必要な情報を簡単
にご覧になれます

平常時に是非、一度実際に操作し
てご確認下さい

知識・解説には、各種資料や詳細な解説が沢山あります。
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「使い方」で使用方法の説明が表示
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国土交通省 防災ポータルサイトから抜粋 http://www.mlit.go.jp/

気象庁HPにリンクされています。
災害種別毎にアイコンで示されていますので、必
要な情報に容易にたどりつき易いページです。

各種の知識や情報が多数揃っていますので、
便利なサイトです。
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異常平常

正常化の偏見による、自分達は絶対大丈夫との認識は対応の遅れを生じます。また、状況判断により決断する、ス
イッチを誰がどのタイミングで押すのか(いつもと違うと認識する)の判断と行動、適切な指示などが重要となります。

そのためには、平常時にイメージし、具体的にタイミングを定めて手順を決めておく、また、作業や対応に関わる、皆さ
んで確認しておく、訓練(練習)をしておくことが必要です。
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近年の企業防災は危機管理士や専門のコンサルタントなどをご
活用され、また、各研究機関の成果、他企業のノウハウなどを取
り入れられ、BCP計画を充実されていると伺っています。皆様の
企業活動は地域住民(国民)の生活に直結し、安全安心な暮らし
の支えとなっています。
気象庁は人的被害の防止や各種の自然災害による被害の軽
減を目指します。また、産業活動に貢献し、住民の皆様の安全安
心な暮らし守るために業務を推進してまいります。
予報や警報注意報などの根幹となる各種の予報技等の向上に
努め、適切な防災気象情報の発表を行ないます。

皆様、気象庁が発表、公表する各種防災気象情報
の適切で効果的な利活用をお願いします!!

【気象庁】

キャッチコピー 「守ります 人と自然とこの地球」

中心の球は大気圏に包まれる地球を表し、表面に地球を周回する
大気の流れを描いています。全体としては芽吹き、海の波など地
球が抱える自然現象をも表現するものとしています
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